(別添様式１- １)
平成24年度当初予算　　　支出科目　款：教育費　　　項：教育総務費　　　目：教育指導費
	事業名:情報教育機器更改費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　教育委員会　教育研修課　情報研修担当　電話番号：058-271-3505
　　　　　　　　　　　E-mail：c17781@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：　6,720千円（前年度予算額：7,347千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　情報教育機器更改事業で情報に関する研修用機器が５年間のリース（平成２８年３月３１日までの賃貸借)契約により総合教育センターに整備された。整備された機器を活用し、教員の情報教育の資質を高めること、学校に整備されたハードウエアを有効に活用できる人材を育成すること及びＩＣＴを自在に活用できる人材を育成することを目的として、県内のすべての学校に対する教員研修を実施する。
　　　 
	２　所要経費


	節
	内容
	H24
	備考

	使用料及び賃借料
	情報教育機器更改（リース）
	6,720千円

債務負担行為
	賃借料(年額)　\6,719,328（税込）
 （リース期間５年、H23.4～H28.3）


	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


時代に即した多様で高度な教員研修講座を実施することで、積極的に本県の情報教育の推進に資する。
	２　これまでの取組状況


　情報教育機器更改事業で情報に関する研修用機器が５年間のリース（平成２３年４月から賃貸借)契約により整備された。総合教育センターを会場とした情報に関わる多様で最新（ＩＣＴ活用、情報セキュリティ対策、情報モラル教育等）の教員研修講座に利用している。また、シンクライアントシステムを導入し、今後各学校のＰＣ教室導入時にシステム構築や運用の面で提案や助言できるように研究を進めている。
	３　これまでの取組に対する評価


情報教育機器を賃貸借契約し整備することで、効果的に保守・運用し、時代に即した多様で高度な教員研修講座を実施し、教員の情報教育の資質向上並びにＩＣＴを自在に活用できる人材の育成に資する。
総合教育センターを会場とした情報に関わる、多様で最新（ＩＣＴ活用、情報セキュリティ対策、情報モラル教育等）の教員研修講座を実施するうえで欠くことのできない経費である。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
予算額
	7,347
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,347

	要求額
	6,720
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,720

	決定額
	6,720
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	6,720


